
 
 

第８回（仮称）市民参加・協働のまちづくりプラン策定会議 

第１２回庁内策定部会合同会議 

 次第 

                   

   

日 時：平成２４年５月２４日（木） 

午前１０時～ 

場 所：保健福祉センター 

３階団体活動室１・２ 

 

 

１ 開  会 

 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 議  題 

１．プランの構成とプランの展開について            資料１～４ 

 

２．(仮称)市民参加・協働のまちづくりプランで目指す姿について 資料１ 

 

３．その他 

 

 

４ 閉  会 



 

 

 

  

 

 

■第８回会議は、以下の議題について討議・意見交換を行います。 

資料２～4 の裏面に記載した取り組みについて、あらかじめご一読ください。 

 

 

議題１ プランの構成とプランの展開について 

 

○ 庁内策定部会において、策定会議で論じた市民参加・協働の「現状」と

「問題点」について、課題とその解決のための方向性について再度整理

したうえで、課題解決のための取り組みを列挙しています。 

○ 庁内策定部会では、「行政の職員が行政でやるべきこと」を主題に意見を

出しています。 

○ 本日の策定会議においては、「市民が取り組んだ時に」「市民としてこの

ような取り組みを推進するために」という観点から、「新たな取り組み」

について、または、既に出された取り組みについて討議・意見交換をお

願いします。 

 

 

議題 2 (仮称)市民参加・協働のまちづくりプランによって目指す姿について 

 

【キャッチフレーズ・３つの目指す姿の決定について】  

○ 前回の議論をもとに、庁内策定部会において、資料１ P.５のとおり、

３案を提示しています。議題１の議論を踏まえ、どのようなキャッチフ

レーズが良いか検討して下さい。 
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目 次 （案） 

 

第１章 プラン策定の背景 ～今、なぜ市民参加・協働なのか～ 

１．策定の背景                           

（１）市民ニーズ（要望）の多様化・高度化             

（２）安全・安心への関心の高まり                 

（３）高齢化の進展と財政                     

（４）市民による公共サービスの担い手と市民自治          

 

第２章 プランの基本方針 

１．白井市における市民参加・協働のあゆみ              

（１）市民参加条例制定に向けた取り組み              

（２）市民参加の条例制定後の取り組み               

２．策定の目的と位置付け                      

３．計画期間と見直し                        

４．プランの構成                          

 

第３章 白井市の市民参加・協働の現状と課題 

１．市民の市民参加・協働の現状                  

（１）市民の意識                        

（２）市民の取り組み  

  

                    

２．白井市の市民参加・協働の現状と課題              

（１）行政への市民参加を高める取り組み             

（２）地域コミュニティへの市民参加を高める取り組み       

（３）協働のしくみへの市民参加を高める取り組み         

 

 

 

 

 

  

 

本日議論する箇所 

資料１ 
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第４章 プランの策定と白井市の目指す姿 

１．白井市が市民参加・協働で目指す姿                

２．白井市が目指す市民参加・協働とは                 

（１）市民参加・協働の定義                    

（２）協働の領域                         

（３）市民参加・協働に適した分野や事業とは            

（４）市民参加・協働の手法                    

３． 協働によるまちづくりに向けた様々な主体とその役割        

（１）市の役割                          

（２）市職員の役割                        

（３）市民の役割                         

（４）地域コミュニティの役割                   

（５）市民活動団体（ボランティア団体、ＮＰＯ）の役割       

（６）事業者の役割                        

 

第５章 プランの構成とプランの展開 

 

１．施策体系と推進方針                       

 

２．白井市第４次総合計画後期基本計画第１次実施計画における市民参加・協働の概要 

 

第６章 市民参加・協働をより広げるために  

＊時系列を意識して分類 

 ・ 

 

 

本日議論する箇所 

本日議論する箇所 
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第４章 プランの策定と白井市の目指す姿 

 

１．白井市が市民参加・協働で目指す姿 

これまでの市民参加・協働の取り組みを大切にしながら、このプランでの現状と

課題を踏まえ、更なる市民参加・協働を進めるため、「○○○」を基本とした市民

自治のまちを目指します。 

 

多様な市民とともにつくる「参加」のまち  
市民、市民活動団体、事業者などの多様な市民が市の計画策定、事業の実施、評価に参加

し、市とともにまちをつくりあげていく「参加」のまちづくりを目指します。 

 

みんなで地域をつくる「自治」のまち 
自治会や地区社会福祉協議会、自主防災組織、市民活動団体、事業者などが一体となっ

て、地域で連携・協力することで、地域の課題を解決する「自治」のまちづくりを目指し

ます。 

 

共有と信頼で築く「市民協働」のまち 
市民、市民活動団体、事業者、市が、情報と目的を共有し、それぞれの役割と責任を自

覚して、信頼関係を築きながら、「協働」によるまちづくりを目指します。 

 

 

市民と市が、お互いの意見や対話を通じて、市民参加・協働を 

推進していきます。 

    

 

 

白井市では、第４次総合計画において、「市民と築く安心で健康なまち 

しろい」を白井市の将来像として設定し、子どもから大人までまちのいたる

ところに人が集まり、笑顔が絶えない明るいまちをイメージして、「つなげ

よう！人と笑顔、地域の輪」をサブスローガンとしています。 

市民が強く望む安全で安心なまちづくりをつくるためには、市民の積極的

な市民参加が必要です。また、事業の実施にあたっては、地域主体の市民参

加・協働によるまちづくりにより実現することとしています。 

 

 

第 8 回((仮称)市民参参加・協働のま

 

まちづくりプ
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「参加」 

のまち 

 

多様な市民とともにつくる「参加」のまち        資料２ 

 

（１）情報の活用と提供を充実させます。 

     

（２）市民参加・協働の機会の拡充と環境を整備します。 

    

（３）市民参加の制度を研究します。 

   

（４）市の行政活動について理解の促進向上を図ります。         

   

 

 

みんなで地域をつくる「自治」のまち          資料３ 

 

（１）コミュニティ意識の向上を図ります。            

    

（２）様々な主体が地域活動に参加できるようにします。   

    

（３）地域のリーダーになる市民を育成します。      

 

（４）地域の課題解決のための地域のしくみと環境をつくります。     

   

 

 

共有と信頼で築く「市民協働」のまち         資料４ 

 

（１）協働のしくみづくりを検討します。 

   

（２）協働のモデルづくりを行います。 

    

（３）職員の意識改革・能力形成と職場環境をつくります。 

    

 

「自治」 

のまち 

「市民協働」 

のまち 
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「参加」 

のまち 

１．多様な市民とともにつくる「参加」のまち 

 

 

（１）情報の活用と提供を充実させます。 

 

     

 

 

（２）市民参加・協働の機会の拡充と環境を整備します。 

    

 

 

 

（３）市民参加の制度を研究します。 

   

 

 

 

 

 

（４）市の行政活動について理解の促進向上を図ります。        

   

 

 

 

   

広報しろいやホームページなどの情報発信の内容について、市民

が分かりやすくなるための工夫をするとともに、市の情報の管理体

制の一元化を進めます。また、審議会などの会議も原則公開し、審

議過程や結果について情報提供を進めます。 

平成１６年に市民参加条例が制定されてから、７年が経過し、市

は行政への市民参加に取り組んでいます。今後もより広く市民意見

を市政に反映できるよう、計画立案、実施段階、評価段階への市民

参加の機会を拡充します。 

市民が、行政や市民・地域活動へ参加しやすくなるように、市民

参加制度の充実・改善に向けて先進的な市民参加制度の研究を行い

ます。 

また、市民参加のためには、あらかじめ議論と対話により、お互

いの目的を共有し、役割、責任を明確にすることが必要です。お互

いが持つ情報について、対話を行うことができる環境の整備を拡充

します。 

市民が、行政参加をする時は、全体の利益を考えながら、参加す

ることが求められています。市は、行政活動について市民が学習す

る機会をつくるとともに、市民が行政活動を理解しやすくなるため

の工夫を行います。 

 資料 ２ 
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【現 状】 
・ 千葉県内でいち早く、市民主体のまちづくりを推進するために、市は、平成 16 年 3 月に

「まちづくり条例」を、平成 16 年 6 月に「市民参加条例」を施行し、ルールによる行政へ

の市民参加のまちづくりを推進しています。 

・ 市政の情報発信として、広報しろいを月 2回発行し、新聞折り込みなどで各世帯に配布す

るとともに、市ホームページやメールマガジンを通じて、様々な行政情報を迅速に提供し

ています。 

・ 審議会などの会議は原則公開し、その会議録は、市役所１階の情報公開コーナーで公開す

るとともに、なるほど行政講座（出前講座）により市政情報を提供しています。 

・ 市長とのミニ懇談会などを通じて、市民や団体と市政運営に関する意見交換を実施してい

ます。 

・ 市民参加推進会議を設置し、市民の視点で行政への市民参加について実施状況を毎年評価

するとともに市民参加の拡充のための検討を行っています。 

 

【問題点】 
・ 市民参加条例は、市の対象事業数が少なく、また、市民の認知度が低い状態です。 

・ 市民の市の情報の入手先として、広報しろい8割弱、議会だより2割弱、その他市広報物、

市ホームページ1割強という状態であり、また、広報しろい以外の情報提供の方法が少ない

状態です。ホームページなどその他の方法の活用と充実が求められます。 

・ 市から発信される情報の多くが、お知らせや結果の報告であることから、市民に提供した

行政情報が、うまく市民参加に活用されていないということがあります。 

・ 市の情報の発信が、一元化が図れていないなど指摘されています。 

・ 働き盛り世代や若年者層の市民参加制度や協働のまちづくりに関する関心や参加状況が少

ない状況です。 

・ 行政に参加する市民が固定化しているとともに、市民活動に参加する市民の割合も低い傾

向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

79.2%
33.3%

24.3%
23.4%

18.5%
15.0%

13.2%
12.0%

2.2%
5.0%
5.4%

広報しろい
地域の新聞やミニコミ誌

友人・知人
議会だより

新聞
広報以外の市の発行物
市役所のホームページ

公共施設等の掲示板
ケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）

その他
無回答

市民の市の情報の入手方法

出典：第 12 回住民意識調査

※複数回答あり
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２．みんなで地域をつくる「自治」のまち 

 

 

（１）コミュニティ意識の向上を図ります。            

    

 

 

（２）様々な主体が地域活動に参加できるようにします。   

    

 

 

 

（３）地域のリーダーになる市民を育成します。      

 

 

 

 

（４）地域の課題解決のための地域のしくみと環境をつくります。     

   

 

  

市民が、地域コミュニティ意識を高めるため地域について学習す

る機会を拡充します。 

市は、市民参加条例の取り組みにより、市民の行政活動への参加

を推進しています。今後は、行政活動への参加に加えて、市民活動

やボランティアなどのテーマ型活動とともに、自治会活動、地区社

会福協議会の活動などへの参加を積極的に推進します。 

地域における市民活動や地域活動が広がるためには、いろいろな

団体や人をつなげる市民や団体が必要です。市は、地域の人や団体

の架け橋となり、地域の様々な団体が参加する活動をコーディネー

トできる市民を育成します。 

小学校区などの広域な区域において、自治会等を中心とした様々

な市民団体が集まることで、情報の共有が図れ、地域の課題解決の

きっかけとなります。市は今後とも地域課題の解決のため、自治会

等を中心とした地域のネットワークを推進します。また、地域事業

者が、地域の一員として地域コミュニティや市民活動団体、行政と

交流を深めるためのきっかけづくりを支援します。 

「自治」 

のまち 

 資料 ３ 
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【現 状】 
・ 地区コミュニティの拠点となる複合機能を持ったコミュニティセンターなどの施設の整備

をしています。 

・ 市民活動団体の拠点施設として、平成 15 年 12 月に「市民活動推進センター」を開設して

います。 

・ 各小学校区の自治会長などが、それぞれの地域課題について意見交換をすることで、市民

間の広域の連携意識を深めるきっかけづくりをしています。 

・ 自治会・町会の活動に対して、情報提供や活動費補助など運営支援を実施しています。自

治会への補助額については、加入世帯１戸あたりにつき８５０円補助しています。 

  

【問題点】 
・ 市民と市の職員が情報共有し、意見交換を活発にする機会を増やすことが求められていま

す。 

・ 「市民活動推進センター」の位置付けが明確でないことから、市民活動推進センターの役

割が曖昧であるとの指摘があります。 

・ 地縁団体や市民公益活動団体は、活動について、お互いの情報交換や連携がまだまだ希薄

な状態です。 

・ 地縁団体は自らの地域を自らの活動で住み良い地域社会を構築するための基本的な組織で

すが、コミュニティ意識の希薄化や会員等の高齢化などの理由により、それぞれの自治会

の会員加入率は、年々減少傾向にあり、地域活動に参加する市民が固定化しつつあります。 

・ 地域に対しての市の方針が示されていないことから、市と連携して地域で活動するしくみ

がないことが指摘されています。 

・ 市が、市民や事業者と市民参加・協働により事業を実施するにあたり、双方ともに役割や

責任が不明瞭なまま事業を実施していることがあります。  
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３．共有と信頼で築く「市民協働」のまち 

 

（１）協働のしくみづくりを検討します。 

   

 

 

 

 

 

（２）協働のモデルづくりを行います。 

    

 

 

 

 

 

（３）職員の意識改革・能力形成と職場環境をつくります。 

    

 

 

  

「市民協働」 

のまち 

環境、子育て、福祉、まちづくり、国際交流など、さまざまテー

マにより専門性を活かした公益的な市民活動が増えてきており、今

後は、市民との協働のまちづくりを進めるための総合的なしくみづ

くりに取り組みます。また協働の目的を明確にし、活動の結果や成

果がどうだったのか、一定の基準に沿って評価し、見直すしくみを

整備します。 

市民、地域、事業者と市の市民参加・協働の効果が非常に高い事

業をモデル的に実践します。また、市が実施している事業につい

て、協働と行政改革の観点から市が市民に協働を呼びかける事業提

案に加えて、市民活動団体や事業者等から協働による事業実施を提

案する提案型協働事業制度を創設します。 

職員全員が、市民参加・協働によるまちづくりについて考え、行

動することができるよう、今後とも職員研修会など通じて意識改革

を行います。 

市と地域をつなぐ協働のコーディネーターとして専門的な知識や

技能を持った職員の育成を行います。 

 資料 ４ 

第 8回(仮称)市民参加・協働のまちづくりプラン策定会議・第 12 回策定部会合同会議資料 

 
 

【現 状】 
・ 市民主体のまちづくりを推進するため、平成 16 年 3 月に「まちづくり条例」を、平成 16

年 6 月に「市民参加条例」を施行し、市民参加の仕組みづくりを構築しています。 

・ 第 4 次総合計画を総合的に進めるため、市民参加・協働を計画推進の柱に位置付け、市全

体で市民参加・協働を推進しています。 

・ 市民参加・協働を横断的・総合的に推進するため、平成 16 年度に「市民参加推進課」を設

置し、平成 23 年度に、市民との協働を更に進めるため「市民活動支援課」に課名を変更し

ています。 

・ 公益活動を行う市民団体を支援するため、平成19年度に財政的な支援制度として「市民団

体活動支援補助金」を創設（提案型）しています。 

 

【問題点】 
・ 市民参加条例は、市の対象事業数が少なく、また、市民の認知度が低い状態です。 

・ 市民参加・協働についての理解の必要性について、市民、職員双方ともに高めていく必要

があります。 

・ 協働については、協働を行うことが目的化してしまい、評価・見直しまでのしくみができ

ていない状況です。 

・ 市民団体、地域、行政の役割や責任が不明瞭なまま事業を実施していることがあります。 

  


